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研究成果の概要（和文）：　本研究は、成田空港建設を事例に、戦後日本において大規模開発プロジェクトが地
域社会に及ぼした正負の影響を実証的に明らかにすることが主目的である。研究期間内には主として現地でのイ
ンタビュー調査と資料アーカイブ調査を実施し、成田空港の計画・建設・稼働・拡張等の各プロセスで生じた紛
争の発生要因と地域社会における帰結を明らかにしたうえで、一次資料と二次資料の分析やインタビュー調査結
果等をもとに、複数の学会等での口頭発表を行い、査読付論文を発表した。既存研究の多くは成田空港の計画以
降に生じたコンフリクトを反対運動の観点から跡付けているが、本研究は反対運動と開発問題の2つの視座を設
定したことが特徴である。

研究成果の概要（英文）：    This research clarifies the impact of mega-projects in post-war Japan, 
especially the Narita International Airport construction project. Research included interviews 
conducted in municipalities surrounding the airport and examination of municipal archives. A 
conference presentation and a post-print article were produced from the research data. Prior 
research has focused on opposition movements , while this research analyzes the mutual interaction 
between these opposition movement and development problems.   
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　成田空港問題は、戦後日本史上において大規模かつ長期にわたって続いてきた社会紛争の代表例である。1990
年代に、隅谷三喜男氏が代表者となった研究者グループ、地域住民、国等により、紛争の発生と深刻化の歴史的
根源を関係者が相互検証する「成田空港問題シンポジウム」等が開催されたが、同空港が長年にわたり地域社会
にもたらしてきた正負の影響を社会科学の観点から明らかにする学術研究は実施例が少なく、当事者の高齢化が
進む中で、現地でのインタビュー調査や一次資料による研究実施が急務であった。本研究での学会発表や学術論
文等により、成田空港問題を社会科学の観点から学術的に捉えることに一歩貢献できたと考えている。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
本研究は、戦後日本における大規模開発プロジェクトの社会的影響を実証的に明らかにする

ことを主たる目的に据えて構想した。大規模開発プロジェクトのなかでも、社会的注目度の高
さや開発規模の巨大さ、そして開発をめぐる紛争規模の大きさと長さに比して、社会科学分野
における研究例の少ない成田空港開発を主要な研究対象に据え、同空港開発をめぐる地域紛争
を事例として、空港開発プロジェクトが地域社会に及ぼす正負の影響を既存の受益圏‐受苦圏
モデル等を援用して明らかにすることを研究課題に設定した。初発の段階における主な研究上
の問いは「グローバル・ネットワークの構築過程において生じる社会的緊張はいかにして調停
されうるのか」である。 
近年、グローバル化の進行により、高速交通網の開発が世界的に進行しており、国際空港の

建設や機能強化をめぐる紛争が世界各地で生じている。日本国内においても、公共事業の見直
しがなされる一方で、高速交通インフラの建設や機能強化には、民間部門と公共部門の双方よ
り大規模な投資がなされている。成田空港開発を主たる研究対象として設定した背景には、同
空港開発に伴う紛争が、戦後における高速交通インフラ建設をめぐる代表的な紛争事例である
という事例固有の理由に加えて、グローバル化の進行する現代社会において、高速交通インフ
ラ建設をめぐる紛争研究が社会科学分野において重要度を増しているのではないか、との問題
意識が存している。 
高速交通インフラの建設や稼働をめぐる紛争の発生メカニズム等を説明する際に、社会学に

おいては、従来、受益圏‐受苦圏の概念モデルが用いられてきた。同概念モデルは、高度経済
成長期の大規模開発プロジェクトをめぐる社会紛争の中で、新幹線、国際空港、原子力発電所
等を対象とした事例研究の中で概念が形成され、彫琢されてきた研究史をもつ。しかしながら、
成田空港の計画・建設・稼働・拡張等に対する地域住民の反対運動に際しては、空港建設に伴
う利害を直接に共有しない多くの人々が支援者（社会学分野の社会運動研究の概念における良
心的支持者）として参入しており、空港反対運動をめぐるアクターの形成と展開過程や布置連
関を通時的に把握する際には、受益圏‐受苦圏の概念モデルで説明可能な領域と他の説明原理
が必要な領域がある。本紛争事例の展開過程をトータルに説明しうる理論や概念の形成は容易
ではないが、そのための第一歩となる研究を実施する必要がある。 
 以上の背景と問題意識をふまえたうえで、本研究では、成田空港の周辺地域において、同空
港建設が地域社会に及ぼした正負の影響を実証的に明らかにする研究を構想し、研究に着手し
た。 
 
２．研究の目的 
前項の問題意識のもと、本研究は、成田空港開発をめぐる地域紛争を事例に、大規模開発プ

ロジェクトが地域社会に及ぼす正負の影響を実証的に明らかにすることを主目的とした。 
成田空港の計画・建設・稼働・拡張をめぐっては、1966 年より現在まで紛争が続いている。

紛争の起点を、高度経済成長期における首都圏への新国際空港の建設構想まで遡ると、1960
年代の初期より、政府部内で複数の空港建設案が検討され、候補地が提示されるごとに、地域
住民による反対運動が発生した。例えば、東京湾岸の浦安沖埋め立て案や千葉県の内陸部の富
里・八街空港案等の複数の候補地案が提示され、候補地の住民（漁民や農民等）による反対運
動が発生した。このような前史まで含めると、高度経済成長期に端を発した首都圏への新国際
空港の建設計画は、半世紀を超える長い紛争過程を有しているということができる。現在、当
事者の高齢化が進行しており、空港開発の進行によって地域の社会構造も大きく変化している
ことから、現地調査が急がれる状況にある。 
成田空港開発をめぐる地域紛争に関する先行研究は、1980 年代に米国の政治学者デヴィッ

ド・アプターらが着手し、受益圏-受苦圏の概念モデルを用いた梶田孝道による研究も発表され
ているが、日本国内において同空港問題を学術研究の対象として捉える動きは、長らく停滞し
ていた。1990 年代から、各種の日本通史において成田空港の建設をめぐる紛争への言及がみら
れるようになり、2000 年代には、社会学と歴史学の分野での研究成果が、道場親信らによって
発表されている。このように、近年は、同紛争を学術研究の対象として捉える動きがみられて
いるが、既存研究は、反対運動を取り巻く地域社会の変容を空港開発の歴史的推移をふまえて
捉える志向性が薄いという問題点も有している。このことから、本研究では、空港反対運動の
経過と空港建設を契機とした地域社会の変容との連接関係を重視し、反対運動の盛衰と地域社
会の変化との関連を実証的に捉えることを調査研究の主たる目的に設定した。 
 
３．研究の方法 
 本研究の実施方法は、主として、成田空港の構想・計画・建設・稼働・拡張にかかる紛争と
地域社会の変容に関する一次資料および二次資料の収集・分析と同空港の建設地域に居住する
関係者へのインタビュー調査である。当初は、選挙人名簿等を使用した質問紙調査を実施予定
であったが、同空港の第三滑走路の建設をめぐる議論が地域社会で争点化しており、研究代表
者が調査地の出身者であることからバイアスの発生を懸念し、質的調査による研究方式に絞り
込むこととした。 
一次資料の収集にあたっては、地域資料室等を有する成田市役所、成田市立図書館、富里市

立図書館、研究代表者も資料収集に携わった成田空港空と大地の歴史館等において資料調査を



重点実施し、1966 年から 2000 年代にかけての空港開発をめぐる紛争過程と地域社会の歴史的
変容を捉える資料を多数収集し、分析を行った。 
 
４．研究成果 
戦後日本の大規模開発をめぐる紛争事例の中でも、成田空港問題は、長期にわたって紛争が

継続し、関与するアクターも多様である。同空港問題を学術研究の観点から捉えるために、研
究代表者は、空港反対運動の展開経過と空港開発をめぐる各種交付金などの空港周辺自治体へ
の投入経過を実証的に明らかにする現地調査によって得たデータと 2000 年代から発表され始
めた道場親信らの論文をはじめとする先行研究を検討し、拙稿「三里塚闘争における主体形成
と地域変容」（『国立歴史民俗博物館研究報告』216 号：pp.169-212、2019 年 3月、査読あり、
業績番号１）を発表した。 
本論文では、成田空港問題を「新東京国際空港（現成田国際空港）の計画・建設・稼動・拡

張をめぐる紛争総体」と定義した。そのうえで、同紛争を反対運動と開発問題という 2つの問
題系から捉え、前者を「同空港の計画・建設・稼動・拡張に伴って生じる被害や被害の予期に
基づいて実行されてきた三里塚闘争」、後者を「同空港の計画・建設・稼動・拡張に伴って生じ
た空港経営と地域社会の自治や地域維持との間における利害対立と調停行為の総体である「開
発問題としての成田空港問題」」に分節化した。このような視座から、1960 年代から 2000 年代
までの同空港問題の歴史的推移を跡づけ、従来の運動内在的な視点を重視する先行研究をふま
えたうえで、空港建設地域における地方議会の議席構成の変容や同空港に関連した交付金等の
実証データに基づいて、空港反対運動の盛衰を地域社会の政治経済構造の変容の観点から明ら
かにした。本研究は、空港周辺地域の社会構造の変容を、空港建設等をめぐる紛争との関連に
おいて通時的に捉えることを重視して遂行したものであり、今後は、空港建設に伴う立ち退き
や騒音被害等の利害を直接に共有しない域外の諸主体が同空港問題に参入した要因や経過に関
する研究が必要となる。 
 なお、前掲の拙稿を作成するにあたり、複数の学会等において研究発表を行った（業績番号
２、同３、同４）。また、本研究の実施期間内に、国立歴史民俗博物館（千葉県佐倉市）にて企
画展示「1968 年：無数の問いの噴出の時代」が開催され（2017 年 10 月-12 月）、研究代表者は
展示プロジェクト委員に就任して、本研究の成果を関連テーマでの短報（業績番号５）、同企画
展示の図録（業績番号６）、学術フォーラムでの研究報告の予稿（業績番号７）に反映し、研究
成果の社会還元を図った。このほか、本研究に関する談話記事が『朝日新聞』に掲載され（業
績番号８）、東京新聞千葉支局の取材に応えた談話が書籍に掲載された（業績番号９）。 
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